
住宅.建築物耐震改修促進事業

建築指導課

1日的

県民の生命及び財産を保護し､震災時の膨大な災害復興費用の軽減を図るため､県耐震改修促進

計画に基づき､住宅や避難施設となる建築物及び多数の者が使用する特定建築物の耐震診断･耐震

改修を進める0

2　内　容

(1)事業年度　耐震診断･耐震改修:平成14年度～平成27年度

(2)事業主体　市町村

(3)対象建築物　耐震診断　昭和56年以前の住宅及び避難施設･特定建築物(国･県･市町村有施設を除く)

耐震改修　昭和56年以前の住宅

(4)平成26年度事業計画及び予算額(寡)　80. 978千円(一般財源80,742千円､証紙236千円)

平成25年度予算額　　　　　　　　　　69, 173千円(一般財源68-977千円､証紙196千円)

区.分 剩�#YD�7��買#iD�7��
戸数 冰ﾈ螽ｧ｢�戸数 冰ﾈ螽ｧ｢�

(政)耐震診断事業 侘ｸﾉｨ,H����木造 ��ﾃsS��15,750千円 ��ﾃ3���12,350千円 

非木造 �"�44千円 �"�44千円 

避難施設 �25 �"ﾃS���x冷�28 �"ﾃ����x冷�

特定建築物.共同住宅 �5 �"ﾃ#���x冷�ll 迭ﾃ�3��x冷�

計 �1,782 �#�ﾃSオ�x冷�1,341 �#�ﾃ#3)�x冷�

(政)耐震改修事業 (戸建住宅) �,ｨ�ﾙZ｢��#���47.966千円 �#コ�59,850千円 

(政)事務経費(マニュアル費等､評価委員会経費) 剪�623千円 ��896千円 

合計 剪�69ー173千円 ��80.978千円 

区分 ����ｹ�i&h馼ｼb�劔���ｸ淙�8馼ｼb�

対象建築物 侘ｸﾉｨ,H�������<�.伊ｩ'ｩZ��ﾈｺI:�ｩ���避難施設 偖ｩ���
木造 儖�m��"�剪ﾊ常;緊急支援(上乗せ) 

助成内容 倡9*ﾉ�ｨ*ｩ���ｹ�b�&h齎,ﾉF位ﾘ,冽b�+x.佝��,傚Y�ﾂ�耐震診断に要する 経費に助成 剋s町村が耐震診 断士の派遣に要 す庵費に助成 ����ｸ淙�8ﾔ磯h,冽h+x.佝��,傚Y�ﾂ�

補助対象額 �2繪iﾈ冷�ｲ�13万円/戸 ��ﾓ)�x冷�ﾘ�b�1千円/mz ��#�iﾈ苓�ﾈﾌｲ�30万円/戸 

補助率 俛�｣��"�国ニ1/3 俛�6｣��2�国:1/3 俛�ｦﾆﾂ經�R�国:1/2 
県:1/4 侈s｣���県ニ1/6 侈s｣��2�県:19.25% 侈s｣���

市町村:1/4 倡9*ﾉ�｣｣����tﾈ�#｣��2�市町村:1/6 所有者:1/3 倡9*ﾉ�｣｣��2�市町村:19ー25% 所有者:1/2 倡9*ﾉ�｣｣���

※1.000mlまで: 2,000円/ml. 1,000Ⅰポ以上2. 000niまで: 1, 500円/ml. 2. 000m'以上: 1,000円/ni



持家住宅の耐震化の目標と現状について

1長野県耐震改修促進計画(平成19年1月策定､平成24年3月一部変更)
建築指導課

1 )目　　的　既存建築物の耐震性能の向上を図り､今後予想される地震災害に対して県民の生命･

財産を守る

2)計画期間　平成18年度から27年度(10年間)

3)目　　標　平成27年における耐震化率を以下のとおりとする

策定時の耐震化率　　　　　　一部変更時の耐震化率

①住宅　　　　　　　　　90% (平成15年度67.9%　⇒　平成20年度72.4%)

②特定建築物(※り　　　　90% (平成18年度75.3%　⇒　平成23年度83.5%)

③公共建築物(県有施設) 100% (平成18年度65.4%　⇒　平成23年度82.9%)(※2)

※1特定建築物:主に多数の者が利用する建築物
※2　公共建築物(県有施設)の平成24年度の耐震化率は8 6　8%

H20H27 劔� 唸蕀���

549,100戸539,DOO戸 

耐震性あり ����耐震性あり � 
367,600戸 �485,100戸 

(67%) �(90%) 

.建替え等80.000戸 
.帯革性不十分 ~181.BOO戸. ㌔.(､33めど 

耐震改修37,500戸 

I:由,900戸(寸0%) � �� 

H14　　H15　　H16　　H17　　H18　　日19　　H20　　H21　日22　　H23　　H24　H25(見込)



㊨大規模建築物等耐震改修緊急促進事業
建築指導課

1趣旨

｢建築物の耐震改修の促進に関する法律｣の改正による大規模建築物等の耐震診断義務化

を踏まえ､県内における対象建築物の耐震化を促進する0

2　法改正の概要(平成25年11月25日施行)

大規模建築物､避難路沿道建築物等の耐震診断を義務付け､診断結果を行政庁が公表する
制度を導入

大規模建築物 学校､病院､ホテル､物販店等で大規模な建築物(原則. 3階以上かつ5,000m2以上)

避難路沿道建築物 県又は市町村が指定する避難路の沿道にあり､倒壊すると通行障害となる建築物

3　事業の概要

＼ ��Xｴｹlﾘﾉｩ'ｩZ��避難路沿道建築物 

建築物 囘�zX,�.h.伊ｩ'ｩZ�,ﾈｴｹlﾙ9�/�k韭h+r�県又は市町村の耐震改修促進計画に 
の特定 �.�+�,h,Y<�.��おいて路線を指定することで特定 

現況等 ��冕�H�tﾈ,ﾉ���ｸﾉｩ'ｩZ�,ﾉ8��H�｢�○避難路が確保できるよう､地震に 

区分l病院lホテル物販店その他合計l �.h.�7ﾈ�8+x.�,i,ｨﾗ8,ﾈ��･�,h,�.佶｢�'ｩZ�,ﾉ���ｹ�i&h/�ｶ�k�WH*�.�+ﾘ-��

総数】11125142171 �8ﾘ4��ﾂ�ﾊx,h�9*ﾉ�ｨ,h,ﾉo�ｨIZｩ%8,ﾈ�8+ｸ.｢�

診断済】718101237 �+ﾈ.ｩ���ｹч�ﾈ/�轌.��

lうち耐震性なしl413.4314 【未診断】41174934 ��ｸﾊx,ﾙ+ynﾈﾊy&闔if胃�ﾇh柯,�.�-�.��ｽ亶ﾙt��y;刋ｉ�ﾘ露+r�#C3S$ｶﾒ��

【国の補助制度】 想定負担割合 (国:1/2､地方:1/3､所有者:1/6.) ��ﾊH6ﾔﾄﾈ�(耳�"�X,ﾈ*H+�*�.zITｹwh,粟hｭH/�ｶ�k�峇�

事業 ����Xｴｹlﾘﾉｩ'ｩZ�,ﾉ���ｹ�i&bﾘ,ﾉ^(��｢�【避難路沿道建築物の調査】 

平成27年末までにすべての対象建築物 ��ｹ[ﾙ�ﾃ#iD�7�,ﾙ8ﾈ､9&��ｹ�鞜Hｺﾘ峪&��
(34枚)の耐震診断を完了 �i>�,ﾈﾙ�;��S8ﾘb�I+s｣�3b��ｶﾒ�r�

単位:千円 (P'2)Ll,76'湾許萱写譜 ��i�Y+(ﾛ���ｹ�hﾗ9+(ﾛ�*�.y;�.x.ｨ+ﾘ�饑�/�.�,b�,仞hｭH,ﾉ��.�.(ｶ�k�嶌ｾhｭH,ﾈ轌.�,ﾂ�ﾖﾈ*i_ｸ/�ﾞﾉ�ﾂ�

内容 茶�ピ&津crﾃC###"ﾃCsC#"ﾈｺ�#"紊sB�【効果】 

(完,67,422巨47車,項22,474 ��ｸ鴿D�7�為�,ﾉ+(ﾛ�,�*�*�.����ｸｾb�ｭH,ﾈﾖ�.異�-ﾚI�9�ﾈ,ﾉN��ﾞﾘﾋ�,hｯ｢�ｭI%ｨ��

【平成26年度事業費】 ��兌ﾙ�ﾃ#iD�7磯hｼiN��｢�

22,474千円(-財) 免ﾂﾃc���x冷異�ﾌ迭ﾃ��Y�x冷ﾘﾞ�Rﾃ��Y�x冷��

※避難路沿道における診断義務付け対象となる建築物のイメージ

4　平成26年度予算額(莱)　34. 084千円(国庫5,805千円　一般財源28,279千円)

平成25年度予算額　　　　　　　o千円(国庫　　o千円　一般財源　　o千円)



信州型エコ住宅推進事業

(ふるさと信州･環の住まい助成金)
建設部住宅課

県産木材を使用し十分な断熱性能を有するエコ住宅の工事費の一部を助成することにより､環境
エネルギーに配慮された良質な木造住宅の普及を図り､長野県環境エネルギー戦略(第三次長野県地

球温暖化防止県民計画)の推進とともに､地域の住宅産業の活性化を図ります｡

■ふるさと信州.環の住まい助成金

ふるさと信州･環の住まいの認定を受けた住宅を新築又は購入した者に対し､その建築費の一部を助

成します｡

【対象者の要件】

自己居住用の住宅を県内に新築又は購入する者

【対象住宅の主な要件】
･省エネルギー等の一定の環境性能を有するもの

･県産木材を5 0 %以上使用するもの

･延べ面積が75 Id以上280 m2以下であるもの

･原則として県内の事業者が施工するもの

【助成金額等】

新築･購入　50万円/戸　×　130戸

(募集は債務負担を含め180戸)

)認定低炭素住宅-の助成金の加算

環の住まい諏訪モデルハウス(諏訪市沖田町)

ふるさと信州･環の住まい助成金に加えて､ ｢エコまち法に基づく認定低炭素住宅※の基準｣に適合する

住宅に助成金を加算します｡

【助成金加算額等】
加算額　30万円/戸　×　20戸　(募集は債務負担を含め30戸)

※認定低炭素住宅省エネ法に基づく省エネルギー基準と比べ､エネルギー消費量が△10%以上となる住宅を認定

予　算　額:　　　100, 530　千円(国庫50.265千円､一般財源50,265千円)

H25予算額:　　　1 1 0, 530　千円(国庫55,265千円､一般財源55,265千円)



信州型住宅リフォーム促進事業

建設部住宅課

県産木材を活用した既存住宅の省エネリフォーム(断熱改修工事)を支援することにより､将来
にわたり活用される良質な住宅ストックの形成を図るとともに､地球温暖化防止及び県産木材の利

用拡大に寄与し､住宅産業の活性化を促進します｡

■エコリフォーム助成金

県産木材を活用した省エネリフォーム(断熱改修工事)工事費の一部を助成します.

【対象住宅】

県内に存する自己の居住用または賃貸用の住宅

【対象工事】

次のいずれかを含む50万円以上の省エネリフォーム(外壁､屋根･天井又は床のいずれかの

部位若しくは外気に接する開口部の断熱性能改修工事)
(∋県産木材の内外装材(壁板､床フローリング等)を10m3以上使用する工事

(診県産木材の構造材等をl mS以上使用する工事

【助成金額等】
助成率:リフォーム工事費用全体の2 0% (1万円未満切り捨て)

限度額: 2 0万円(要件①及び②の両方を含む工事は3 0万円)

助成予定件数: 24万円　× 170件(予算の範囲内)

■移住促進リフォーム助成金

県外から移住する者が行う省エネリフォーム(断熱改修工事)の工事費の一部を助成します｡

【対象住宅】及び【対象工事】
エコリフォーム助成金に同じ

【助成金額等】
助成率:リフォーム工事費用全体の2 0% (1万円未満切り捨て)

限度額: 3 0万円(要件①及び②の両方を含む工事は5 0万円)

助成予定件数: 42万円　× lo件(予算の範囲内)

予　算　額　　　　　　　45, 000　千円(国庫22.500千円､一般財源22.500千円)

H25予算額　　　　　　　45, 000　千円(国庫22,500千円､一般財源22,500千円)



エネルギー配慮型住宅･建築物促進事業

温暖化対策課

1　日　的

住宅･建築物の温暖化対策に当たり､新たに環境エネルギー性能を客観的に評価できる制度及び自然エ

ネルギー設備設置の可能性を検討する制度を導入するため､エネルギー性能を評価できる指標や自然エネ

ルギー設備等の導入検討マニュアルについて､建築事業者に対し講習会を通じて普及啓発を図る｡

平成27年度の長野県地球温暖化対策条例の全面施行に向けて､概ね全ての建築事業者へ周知を図る｡

○事業効果

建築士等3, 200人を専門技術者として養成し､平成27年度までに10, 500棟の建築物を省エネサポート

2　制度の概要

建築物環境エネルギー性能検討制度 劔建築物自然エネルギー導入検討制度 

建築物の新築又は建替えを計画しようとする際 劔建築物の新築又は建替えに併せて､自然エネルギー導 

に､建築物の環境エネルギー性能を客観的に評価で 劔人の可能性を建築事業者が説明し､建築主に設備設置の 

きる指標に基づき､建築主が省エネルギーに配慮し た建築物を選択できる制度 劔検討を促す制度 

床面積 ��ｹEﾈﾉ�:(ｶ�k��性能掲示努力 佗h柯��<ﾘ��導入検討義務 ��ﾙOXﾆh麒7y|ﾒ�導入結果届出 冕)y駅�ﾔ��"ﾙ<ﾘ��

(⊃ ��ｲ�○ ��ｲ�(⊃ ��ｲ�(⊃ 

○ ��ｲ�○ ��ｲ�○ ��ｲ�× 

○ ��ｲ�× ��ｲ�○ ����× 

lOn鴨i ��ｸ�c��× ����○※1 ����× ����

※　1　平成27年4月1日施行､ 300m'以上は平成26年4月1日施行済)

3　要求観　10,055千円(一般財源10,055千円) 【13委託料】

事業内容 

環境エネルギー性 佶ｩ'ｩZ�,ﾈｬ(ｺｸ4x6ﾈ8ｸ4ﾘ�ｹ�ｹEﾈ/�ｷ�ｬ�4�,儷ﾘ廁,X*ｺHﾉ｢�取得講習会の運営及び評価 ツ-ル頒布の委託 築主にわかりやすく表示できる複数の評価指標を対象 

能評価指標取得講 �,h+X,JI[ﾙ�ﾃ#吋�7�-ﾈ,X靖;�,ﾈ+ﾘ-�,ﾈﾗX�檍/���邊�

習会運営委託 忠[ﾙ�ﾃ#yD�7�,ﾉ�y7��9lｨ邵ﾗ8-ﾈ,X,�&9�ﾈ��靄ｩ'ｨ贅�講習会:22回実施 

等3,200人を概ね網羅) 宙勾�Y{�����SY�x冷��

制度マニュアル 俾��(4x6ﾈ8ｸ4ﾘ�ｹ;�?ﾈ4�7h5h8x9:H齷�(4x6ﾈ8ｸ4ﾒﾘｷ�-��制度マニュアルの周知 
高効率建築設備導入の考え方等をまとめた制度普及マ 

普及啓発 �?�4x4�8ｸ/�ﾉｩ'ｨ馼ｼh�(,兀ﾘﾔﾈ*ﾘ�&ﾒ�講習会:3回開催 

5　制度施行に向けての工程計画及び事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)

事業年度 �24年度】25年度 �26年度 �#yD�7��28年度 

環境配慮計画書制度(現行) 冤 l � ��9lｨ邵ﾗ2� 

環境エネルr-性能検討制度 剌�瘟�ｳ �� �� 

)普及閑 �� 
自然エネルキ■-導入検討制度 � � �� iiiiiiiiq � 
辛 業 内 容 ��y7厩�ｷ�7ﾘ6ｨ8X4�8ｹX�ｷ�� 俥ﾉ�ﾉX�ｷ�� �� 

I 

評価指標取得講習会 ��(】8回開催) 茶#)���ｸ､ｨﾜ2��(3回開催) 茶8��､ｨﾜ2��

事 莱 ��y7厩�ｷ�7ﾘ6ｨ8X4�8ｹX�ｷ��Uﾘ廁轌Ux靖;鞅X�橙� �2ﾃCCB��"�����10.055 ��ﾃC3r�1.437 

費 宙自Lｨﾞ�ﾋ鋳�茶2ﾃCCB��(10,055) 茶�ﾃC3r��(1,437) 


